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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成24年３月26日に提出いたしました第42期（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）の有価証

券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を

提出するものであります。

　
２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第４　提出会社の状況

１　株式等の状況

(9)　ストックオプション制度の内容

　
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　
第一部 【企業情報】

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　

（訂正前）

＜省略＞

会社法第361条の規定に基づき、当社取締役に対するストックオプションとしての新株予約権に関する

報酬について、平成24年３月24日開催の定時株主総会において次のとおり決議しております。

決議年月日 平成24年３月24日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名（社外取締役を除く）（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数

各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に割り当てる新株

予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数の上限

を35,000株とする。（注）２

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間
新株予約権を割り当てる日から30年以内の範囲で、当社取締役会において

定める。

新株予約権の行使の条件
新株予約権に関するその他の行使の条件については、当社取締役会におい
て定めることとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認
を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
－

(注) ＜省略＞
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会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社従業員及び子会社取締役に対して、ストック

オプションとしての新株予約権を無償で発行することについて、平成24年３月24日開催の定時株主総会

において次のとおり特別決議しております。

決議年月日 平成24年３月24日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員及び子会社取締役（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 350,000株を上限とする。（注）２

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という）に各新株予約権の目的であ

る株式の数を乗じた金額とする。（注）３

新株予約権の行使期間 割当日より２年経過した日から３年間とする。

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使す

ることができない。

また、新株予約権者は以下の条件を満たした場合に限り、権利行使ができ

るものとする。

平成23年12月期の連結営業利益額に対して、平成25年12月期の連結営業利

益額が上回った場合、新株予約権の権利行使開始日から最終日まで権利行

使ができるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認

を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
（注）４

(注) ＜省略＞

　

（訂正後）

＜省略＞

会社法第361条の規定に基づき、当社取締役に対するストックオプションとしての新株予約権に関する

報酬について、平成24年３月24日開催の定時株主総会において次のとおり決議しております。

決議年月日 平成24年３月24日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名（社外取締役を除く）（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数

各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に割り当てる新株

予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数の上限

を35,000株とする。（注）２

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの行使価額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間
新株予約権を割り当てる日の翌日から30年以内の範囲で、当社取締役会に

おいて定める。

新株予約権の行使の条件
新株予約権に関するその他の行使の条件については、当社取締役会におい
て定めることとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認
を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
－

(注) ＜省略＞
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会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社従業員及び子会社取締役に対して、ストック

オプションとしての新株予約権を無償で発行することについて、平成24年３月24日開催の定時株主総会

において次のとおり特別決議しております。

決議年月日 平成24年３月24日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員及び子会社取締役（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 350,000株を上限とする。（注）２

新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当

たりの払込金額（以下、「行使価額」という）に各新株予約権の目的であ

る株式の数を乗じた金額とする。（注）３

新株予約権の行使期間 割当日の翌日より２年経過した日から３年間とする。

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使す

ることができない。

また、新株予約権者は以下の条件を満たした場合に限り、権利行使ができ

るものとする。

平成23年12月期の連結営業利益額に対して、平成25年12月期の連結営業利

益額が上回った場合、新株予約権の権利行使開始日から最終日まで権利行

使ができるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認

を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
（注）４

(注) ＜省略＞
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